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(57)【要約】
【課題】送信アンテナを介して同時に直交信号または無
相関信号を送信するｍ個の送信サブレーダと、目標から
の反射波を受信するｎ個の受信サブレーダとを備えたＭ
ＩＭＯレーダ装置において、従来の位相符号変調信号を
用いると、大きなドップラ周波数シフトを受けた信号を
受信する場合、所要の送信信号成分を正確に弁別・分離
できない問題がある。
【解決手段】各送信サブレーダ１が、送信パルス幅内を
複数のサブパルスに分割し、各サブパルスで同一の基準
符号によりサブパルスを位相符号変調し、全てのサブパ
ルスに時間の２乗に比例した位相回転を与えた多値位相
符号信号を発生する送信信号発生装置４を有する。各受
信サブレーダは、受信信号とこれに対応する送信信号と
の相関処理を行なう信号弁別器１６を、送信サブレーダ
数ｍだけ並設することにより、装置規模を抑制しつつ、
ドップラ周波数シフトを受けた信号であっても正確に分
離できる。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
送信信号発生装置が発生した送信信号を送信機及び送信アンテナを介して送信する複数の
送信サブレーダと、
目標からの反射波を受信アンテナを介して受信する受信機、前記受信機が出力した受信信
号を対応する前記送信信号毎に分離する信号弁別処理装置を有する複数の受信サブレーダ
と、
前記複数の信号弁別処理装置の出力を合成する受信信号合成装置を備え、
前記送信信号発生装置が、送信パルス幅内を複数に分割した各サブパルスを同一の基準符
号により多値位相符号変調し、全ての前記サブパルスに時間の２乗に比例した位相回転を
与えて多値位相符号信号を送信信号として発生する耐ドップラ多値位相符号発生器を有す
ることを特徴とするＭＩＭＯレーダ装置。
【請求項２】
前記信号弁別処理装置が、前記受信信号をフーリエ変換するフーリエ変換器と、
前記送信サブレーダの数だけ並設されて、前記受信信号とこれに対応する前記送信信号と
の相関処理を行なう信号弁別器とを備え、
前記信号弁別器がそれぞれ、前記フーリエ変換器の出力と、前記送信信号と同じ多値位相
符号信号を発生しフーリエ変換し複素共役をとった相関係数との複素乗算の出力を逆フー
リエ変換する相関処理手段を有する
ことを特徴とする請求項１に記載のＭＩＭＯレーダ装置。
【請求項３】
前記信号弁別処理装置が、前記受信信号をフーリエ変換するフーリエ変換器と、
前記送信サブレーダの数だけ並設されて、前記受信信号とこれに対応する前記送信信号と
の相関処理を行なう信号弁別器とを備え、
前記信号弁別器がそれぞれ、２分岐された前記フーリエ変換器の出力のうち、
一方の前記フーリエ変換器の出力と、前記送信信号と同じ多値位相符号信号を発生しフー
リエ変換し複素共役をとった第１の相関係数との複素乗算の出力を逆フーリエ変換する第
１の相関処理手段、
他方の前記フーリエ変換器の出力と、前記第１の相関係数に所定のドップラ周波数シフト
を与えた第２の相関係数との複素乗算の出力を逆フーリエ変換する第２の相関処理手段、
前記第１及び第２の相関処理手段の出力の最大値を選択する最大値選択処理手段、
を有することを特徴とする請求項１に記載のＭＩＭＯレーダ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の送信サブレーダ及び受信サブレーダ、又は複数の送受信サブレーダを
備えて、移動する目標の位置及び速度を探知するＭＩＭＯ（Ｍｕｌｔｉ　Ｉｎｐｕｔ　Ｍ
ｕｌｔｉ　Ｏｕｔｐｕｔ：多入力多出力）レーダ装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ＭＩＭＯレーダ装置とは、例えば非特許文献１に示されているように、複数の送信サブ
レーダ及び受信サブレーダ、又は複数の送受信サブレーダを備えることにより、単一アン
テナを有する単一サブレーダの場合よりも目標探知性能を飛躍的に向上する技術である。
通常、各送信サブレーダから送信アンテナを介して互いに無相関、又は互いに直交する信
号を同時に目標へ送信する。受信側ではまず、それぞれの受信アンテナを介して受信サブ
レーダが受信した目標反射波について、各送信サブレーダが送信した信号に対応する信号
成分を弁別して分離する。即ち、送信サブレーダと受信サブレーダの組み合わせ数に相当
する受信信号成分が観測される。
【０００３】
　これらの受信信号成分について、例えば非特許文献２で示されているようなノンコヒー
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レントな加算処理やコヒーレントな角度推定処理を実施することより、目標検出性能や目
標分解能の向上が得られる。但し、このようなＭＩＭＯレーダ装置の能力を発揮するには
、受信側において複数の受信信号を弁別するために、他の送信サブレーダからの信号成分
の十分な抑圧が必要であり、一般には、例えば特許文献１や非特許文献３に示されるよう
に、自己相関出力が大きく、かつ相互相関出力が小さい符号集合を用い、それぞれの送信
信号を異なった符号で変調することが行われている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開昭６１－０９６４８２号公報（第４４１－４４５頁、第１図）
【非特許文献】
【０００５】
【非特許文献１】Ｅ．　Ｆｉｓｈｌｅｒ　ｅｔ　ａｌ．，”ＭＩＭＯ　ｒａｄａｒ：　ａ
ｎ　ｉｄｅａ　ｗｈｏｓｅ　ｔｉｍｅ　ｈａｓ　ｃｏｍｅ”，ＩＥＥＥ　Ｒａｄａｒ　Ｃ
ｏｎｆｅｒｅｎｃｅ　２００４，　ｐｐ．７１－７８，　Ａｐｒｉｌ　２００４．
【非特許文献２】Ａ．Ｍ．　Ｈａｉｍｏｖｉｃｈ　ｅｔ　ａｌ．，”ＭＩＭＯ　ｒａｄａ
ｒ　ｗｉｔｈ　ｗｉｄｅｌｙ　ｓｅｐａｒａｔｅｄ　ａｎｔｅｎｎａｓ”：　ＩＥＥＥ　
Ｓｉｇｎａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｍａｇａｚｉｎｅ，　ｖｏｌ．２５，　ｎｏ．１
，　ｐｐ．１１６－１２９，　Ｊａｎ．２００８．
【非特許文献３】Ｈａｉ　Ｄｅｎｇ，”Ｐｏｌｙｐｈａｓｅ　Ｃｏｄｅ　Ｄｅｓｉｇｎ　
ｆｏｒ　Ｏｒｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｎｅｔｔｅｄ　Ｒａｄａｒ　Ｓｙｓｔｅｍｓ”，ＩＥＥ
Ｅ　Ｔｒａｎｓ．ｏｎ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ，　ｖｏｌ．５２，　ｎｏ
．１１，　ｐｐ．３１２６－３１３５，　Ｎｏｖ．　２００４．
【非特許文献４】Ｍ．Ｉ．Ｓｋｏｌｎｉｋ，　Ｉｎｔｒｏｄｕｃｔｉｏｎ　ｔｏ　Ｒａｄ
ａｒ　ｓｙｓｔｅｍ　ｔｈｉｒｄ　ｅｄｉｔｉｏｎ，Ｃｈ．　６　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏ
ｎ　ｆｒｏｍ　Ｒａｄａｒ　ｓｉｇｎａｌｓ，　ｐｐ．３３０－３３９，　ＭｃＧｒａｗ
Ｈｉｌｌ，　２００２．
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　このように、送信サブレーダ毎に、異なる符号で変調した信号をそれぞれ送信すること
により、他の送信サブレーダからの送信信号成分を抑圧できるものの、目標の高速移動に
よりドップラ周波数シフトを受けた信号を受信した場合、ドップラ周波数の増加と共に自
己相関出力が大きく低下し、かつ相互相関出力が大きく増加する。例えば、非特許文献４
に示されているように、符号変調された送信信号のアンビギュイティ関数（時間とドップ
ラ周波数をシフトさせた送信信号と元の送信信号との相関出力）は、時間＝ドップラ周波
数シフト＝０の近傍にしか、相関出力を持たない。換言すれば、ＭＩＭＯレーダ装置の受
信側において、所望の送信サブレーダからの受信信号成分が減衰し、他の送信サブレーダ
からの信号成分が増加して、所要の信号弁別性能が劣化するという問題点があった。
【０００７】
　このような性能劣化に対処するため、例えば捜索レーダのように目標の位置及び速度が
未知である場合は、対応できるドップラ周波数が少しずつ異なる自己及び相互相関器を多
数個並べて並列に受信処理し、これらの中から目標速度に近い相関器出力を選択する等の
方法を採用しなければならず、大規模な信号処理装置が必要となる。従来のレーダでは、
このような受信信号処理の規模増大のため、比較的ドップラ周波数シフトが少ない目標の
検出を目的として符号変調された送信信号が用いられている例は有るが、ドップラ周波数
シフトが大きい目標に対して適用された例は少ないという問題が有った。
【０００８】
　この発明は前述の問題点を解決するためになされたものであり、未知の目標の高速移動
により大きなドップラ周波数シフトを受けた信号を受信した場合であっても、装置規模を
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抑制しつつ、各送信サブレーダからの所要送信信号成分を低損失で正確に弁別することが
できるＭＩＭＯレーダ装置を得ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　この発明に係るＭＩＭＯレーダ装置は、送信信号発生装置が発生した送信信号を送信機
及び送信アンテナを介して送信する複数の送信サブレーダと、目標からの反射波を受信ア
ンテナを介して受信する受信機、前記受信機が出力した受信信号を対応する前記送信信号
毎に分離する信号弁別処理装置を有する複数の受信サブレーダと、前記複数の信号弁別処
理装置の出力を合成する受信信号合成装置を備え、前記送信信号発生装置が、送信パルス
幅内を複数に分割した各サブパルスを同一の基準符号により多値位相符号変調し、全ての
前記サブパルスに時間の２乗に比例した位相回転を与えて多値位相符号信号を送信信号と
して発生する耐ドップラ多値位相符号発生器を有することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、ＭＩＭＯレーダ装置が送信信号発生装置及び信号弁別処理装置を備え
ることにより、目標の移動によりドップラ周波数シフトを受けた信号を受信した場合であ
っても、受信信号処理装置の規模を抑えつつ、各送信サブレーダからの各送信信号成分を
正確に弁別し分離する性能が向上するという効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】この発明の実施の形態１に係るＭＩＭＯレーダ装置の全体構成を表す機能ブロッ
ク図である。
【図２】この発明の実施の形態１に係る送信信号発生装置の細部構成を表す機能ブロック
図である。
【図３】この発明の実施の形態１に係る信号弁別処理装置の細部構成を表す機能ブロック
図である。
【図４】この発明の実施の形態１における送信信号の概念を説明する送信信号概念図であ
る。
【図５】この発明の実施の形態１の信号弁別処理装置の特性を説明するアンビギュイティ
図である。
【図６】この発明の実施の形態２に係る信号弁別処理装置の細部構成を表す機能ブロック
図である。
【図７】この発明の実施の形態２の信号弁別処理装置の特性を説明するアンビギュイティ
図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
実施の形態１．
　以下、本発明の実施の形態について説明する。図１は、実施の形態１の全体構成を示す
機能ブロック図であり、一般的なＭＩＭＯレーダ装置の構成を示している。図中で、１－
１～１－ｍは分散して配置されるｍ個の送信サブレーダであり、その構成要素である２－
１～２－ｍは送信アンテナ、３－１～３－ｍは送信機、４－１～４－ｍは送信信号発生装
置である。また、同図中で、５は目標、６－１～６－ｎは分散して配置されるｎ個の受信
サブレーダであり、その構成要素である７－１～７－ｎは受信アンテナ、８－１～８－ｎ
は受信機、９－１～９－ｎは信号弁別処理装置であり、１０は各受信サブレーダで分離さ
れた信号の受信信号合成装置である。
【００１３】
　次に図１における概略動作を説明する。ｍ個の送信信号発生装置４－１～４－ｍは、後
述するような自己相関特性及び相互相関特性が良好な異なる信号波形Ｓ１～Ｓｍを発生す
る。それぞれの送信サブレーダにおいて、送信機３－１～３－ｍが各発生信号の送信周波
数への変換及び電力増幅を行なった後、送信アンテナ２－１～２－ｍを介して各信号を同
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時に空間へ送信する。目標５で反射された信号を、ｎ個の受信サブレーダ６－１～６－ｎ
の各受信アンテナ７－１～７－ｎが受信し、受信機８－１～８－ｎが受信信号の増幅、必
要に応じて周波数変換、及び位相検波を行ない、Ａ／Ｄ変換し複素ディジタル信号として
出力する。この出力信号を、各信号弁別処理装置９－１～９－ｎが、後述する相関処理に
より、ｍ個の送信信号Ｓ１～Ｓｍそれぞれに対応した信号波形成分を弁別し分離した後に
、受信信号合成装置１０が、分離された信号波形の合成処理を行なう。
【００１４】
　なお、ここでは、送信サブレーダと受信サブレーダは別々のものとして説明したが、そ
の一部又は全部が、送信と受信を切替えることにより共用する送受信サブレーダであって
も良く、この場合でも送信信号発生装置４－１～４－ｍ及び信号弁別処理装置９－１～９
－ｎの動作は同様である。
【００１５】
　図２及び図３は、実施の形態１において本発明の特徴である送信信号発生装置４－１～
４－ｍ、及び信号弁別処理装置９－１～９－ｎのそれぞれ一つの細部を示す機能ブロック
図である。図２において、１１は、後述する多値位相符号を発生する耐ドップラ多値位相
符号発生器であり、ｍ個の送信サブレーダ毎に異なった符号Ｓ１～Ｓｍを発生する。また
、１２はそのデジタル符号をアナログ信号に変換するＤ／Ａ変換器、１３は安定した基準
周波数信号を発生するコヒーレント発信器、１４はコヒーレント発信器１３の出力を位相
符号変調する位相符号変調器であり、この出力信号は図１の送信機３－１～３－ｍへ出力
される。
【００１６】
　また、信号弁別処理装置を示す図３において、１５は図１の受信機８－１～８－ｎの出
力を周波数スペクトルへ変換するフーリエ変換器、１６－１～１６－ｍはｍ個の送信信号
のそれぞれに対応している受信成分を分離、抽出する信号弁別器である。その構成要素で
ある１７－１～１７－ｍは送信サブレーダのｍ個の耐ドップラ多値位相符号発生器にそれ
ぞれ対応する送信信号と同一信号を発生する耐ドップラ多値位相符号発生処理部、１８は
その出力のフーリエ変換及び複素共役処理部、１９はフーリエ変換及び複素共役処理部の
出力とフーリエ変換器１５の出力との複素乗算を行なう複素乗算処理部であり、これらの
過程で信号の分離が行われる。更に、２０はこのようにして得られた周波数軸上の相関結
果を時間軸上の信号に逆フーリエ変換する逆フーリエ変換処理部である。このようにして
得られた全部でｎ×ｍ個の受信信号成分は、図１の受信信号合成装置で合成処理が行われ
る。
【００１７】
　次に、実施の形態１の動作を説明する。まず、耐ドップラ多値位相符号発生器１１で発
生する信号の構造について、図４の送信信号概念図を用いて説明する。送信パルス幅をＴ
とすると、これは長さがΔＴのＭ個のサブパルスに分割される。それぞれのサブパルスは
、まず、チップ長τのＮビットの同じ基準符号で位相符号変調される。この基準符号はｍ
個の送信サブレーダで異なる符号が選択され、例えば、一般的なＭ系列符号、特許文献１
のバイナリ位相符号、又は非特許文献３の多値位相符号等の自己相関及び相互相関特性が
良好なものが用いられる。
【００１８】
　本発明の第一の要点は、各送信サブレーダのＭ個のサブパルスにおいては、チップ長τ
のＮビットの基準符号を繰り返し用いることにある。ただし、このような信号波形とする
ことにより、得られるアンビギュイティ関数は、非特許文献４のＰ．３３６　Ｆｉｇｕｒ
ｅ　６．１０　（ｂ）のようになる。すなわち、このままでは時間とドップラ周波数シフ
ト方向に、いくつもの相関出力を持つことになり、どれが真の目標か分からなくなるとい
う問題（以降これを「アンビギュイティの発生」と呼ぶ）がある。そこで、本発明の第二
の要点は、上記Ｎビットの基準符号をＭ個繰り返した信号に対し、線形周波数変調（チャ
ープ変調）の信号波形を乗算することにより、上記の第一の要点で生じたアンビギュイテ
ィの発生を抑圧する。チャープ変調のアンビギュイティ関数は、非特許文献４のＰ．３３
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６　Ｆｉｇｕｒｅ　６．９のような形状であり、基準符号を繰り返した信号にチャープ変
調を乗算することにより、本発明の信号波形のアンビギュイティ関数は、図４に示すよう
に、基準符号の繰り返し信号のアンビギュイティ関数とチャープ変調のアンビギュイティ
関数を乗算した形状となり、不要なアンビギュイティの発生を抑圧することができる。
【００１９】
　以下、本発明の信号について詳細に説明する。即ち、チップ長τで量子化した時間をｔ
と書くと、ｍ個のＮビットの基準符号は、次式で表わされる。
【００２０】
【数１】

【００２１】
　例えば、基準符号としてＭ系列符号のようなバイナリ符号が選択される場合は、その＋
／－に応じて、基準符号Ｃｋ（ｔ）は＋π／２か－π／２の値となる。もし基準符号に多
値位相符号が選択される場合はＣｋ（ｔ）はその符号の位相値となる。この符号をＭ個の
サブパルスで繰り返し、かつ、時間の２乗に比例した位相回転を加えた信号波形Ｘｋ（ｔ
）はベースバンドで書くと次式となる。
【００２２】
【数２】

【００２３】
　この信号波形により位相変調された信号Ｓ１～Ｓｍは、ｍ個の送信機と送信アンテナを
介して同時に空間へ放射され、目標からの反射波はｎ個の受信アンテナ及び受信機で受信
される。各受信機は、ｍ個の送信信号成分を同時に受信するので、まずフーリエ変換器１
５で周波数軸上に変換した後、それぞれの送信信号に相当するｍ個の信号弁別器１６－１
～１６－ｍを並列に設けてこれらの成分を分離する。
【００２４】
　以下、この信号分別器の作用及び効果を説明する。耐ドップラ多値位相符号発生処理は
１７－１から１７－ｍは、式（１）で示した送信信号と同じレプリカ信号を発生する。こ
の信号のフーリエ変換の複素共役をＸｋ

＊（ｆ）（ｋ＝１，２，．．，ｍ）とし、受信信
号のフーリエ変換との複素乗算を行う。
【００２５】
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【数３】

【００２６】
　もし、受信信号のフーリエ変換が送信信号Ｘｋ（ｔ）以外の信号波形に相当するもので
ある場合は、式（３）に示す複素乗算Ｚ（ｆ）は、これらの信号波形間の相互相関の周波
数表現になるので、相互相関特性の良好な符号を選択すれば、その出力を抑圧できる。ま
た、もし、受信信号のフーリエ変換が送信信号波形Ｘｋ（ｔ）に相当するものである場合
は、複素乗算Ｚ（ｆ）は、この信号波形の自己相関の周波数表現になる。
【００２７】
　図５には、受信信号が目標移動によるドップラ周波数シフトを受けた場合の、Ｚ（ｆ）
の逆フーリエ変換出力の模式図を示す。図の横軸は時間（ｔ＝０は目標反射波の受信時刻
）、縦軸はドップラ周波数であり、一般に信号波形のアンビギュイティ図と呼ばれる。更
に、図には示していない紙面に垂直軸は電力を示しており、一つ一つの楕円状の軌跡は自
己相関出力のピークを中心に、電力が１／２になる位置（即ち、メインローブ位置）を示
しており、時間幅（即ち、パルス圧縮後のパルス幅）はτ、ドップラ周波数幅は１／Ｔに
等しい。本実施形態で示した信号波形では、ＭとＮを１より十分に大きく設定すれば、メ
インローブが直線状に周期的に現れることが特徴であり、その時間間隔はΔＴ、ドップラ
周波数間隔は１／Ｔである。
【００２８】
　このような効果を生じる理由は以下のように説明できる。今、信号波形Ｘｋ（ｆ）に相
当する受信信号がドップラ周波数シフトｆｄを受けたと仮定すると、その時間信号は振幅
項を省略すると、（２）式から次のように書ける。
【００２９】

【数４】

【００３０】
　これは、位相回転項を除いて、近似的にドップラ周波数シフトがゼロの信号波形を、（
ｆｄ／２μ）だけ時間シフトしたものと等しい。即ち、ドップラ周波数シフトがゼロ付近
のメインローブが、ドップラ周波数の変化とともに傾斜（ｆｄ／２μ）の直線上に周期的
に発生することになる。
【００３１】
　従って、本実施形態の送信信号を用いれば、目標のドップラ周波数が未知の場合でも、
どれか一つのメインローブがこのドップラ周波数に対応するので、必ず自己相関出力が得
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られるという利点がある。一方、非特許文献４のＰ．３３８で示されているような、パル
ス幅Ｔ内をＭ・Ｎビットの単一の符号で位相変調する従来法の場合では、メインローブは
原点を中心とする１つのみになるので、ドップラ周波数がゼロでない場合には自己相関出
力が得られない。このため、ドップラ周波数が未知の場合は、ドップラ周波数軸上でメイ
ンローブ位置が１／Ｔずつずれた応答となる相関処理を多数並列に設けてその出力の最大
値を選択する処理が必要となり、受信信号処理規模が大規模になる。反対に、本実施形態
では前記の説明のように、単一の相関処理を用いて未知のドップラ周波数の受信信号に対
して確実に自己相関出力を得ることができ、所要の送信信号成分を弁別し分離することが
可能となるので、装置規模を抑制しつつ、高速移動する目標、或いは遠距離の目標であっ
ても正確に弁別し分離する性能が向上するという効果を奏する。
【００３２】
　なお、本実施形態では、ドップラ周波数シフトがある場合のメインローブの時間位置は
受信時刻（ｔ＝０）からずれるという欠点がある。しかし、μを（３）式で示した値より
も小さくすればメインローブの時間間隔がΔＴより小さくなり、時間ずれ量を低減できる
ことは自明である。或いは、通常、図１で示した受信信号合成装置１０の後に設けられる
目標検出・追尾処理の結果で得られる目標速度の計測結果を用いて、時間ずれ量を補正す
ることも容易である。
【００３３】
　また、上記では簡単のため、受信信号のフーリエ変換に複素乗算する相関係数は対応す
る信号波形のフーリエ変換の複素共役Ｘｋ

＊（ｆ）であるとして説明したが、自己相関の
時間サイドローブを低減する目的で、これに更に周波数軸上での窓関数を乗じた次式とし
ても、同様の効果を奏する。
【００３４】
【数５】

【００３５】
実施の形態２．
　次に、本発明の第２の実施形態について説明する。この実施形態は、実施の形態１の信
号弁別器１６－ｍにおける相関処理を２並列に設けることにより自己相関出力の損失を低
減するものであり、この他の構成要素は実施の形態１と同様である。図６は本発明の実施
の形態２における信号弁別処理装置の一つの細部を示す機能ブロック図である。図中で、
２１－１～２１－ｍは実施形態２におけるｍ個の信号弁別器、２２は相関係数に所定のド
ップラ周波数シフトを与えるドップラ周波数補正処理部、２３は２並列の相関出力の最大
値選択処理部である。このほかの構成要素については図３と同一である。
【００３６】
　次に、実施の形態２の動作について説明する。前述の図５で示した実施の形態１の信号
波形のアンビギュイティ図では、目標のドップラ周波数シフトが、隣接する２つのメイン
ローブの隙間の値である場合には自己相関出力に損失が生じる。従って、本実施形態では
、このような損失を低減するために、信号弁別器２１－１から２１－ｍにおいて、実施の
形態１と同様の第１の相関処理に加えて、フーリエ変換／複素共役処理部１８出力の第１
の相関係数を、ドップラ周波数補正処理部２２により周波数軸上で１／（２Ｔ）だけシフ
トさせた第２の相関係数を用いた第２の相関処理を平行に実行する。
【００３７】
　図７は、このような並列相関処理でのアンビギュイティ図である。図において、実線の
メインローブは実施の形態１と同じ第１の相関処理のものであり、破線はドップラ周波数
補正処理部を与えた第２の相関処理のものである。つまり、目標のドップラ周波数シフト
が実線の２つのメインローブの隙間である場合は、破線のメインローブの中心となり、逆
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に、目標のドップラ周波数シフトが破線の２つのメインローブの隙間である場合は、実線
のメインローブの中心となる。従って、最大値選択処理部２３を用いて、これらの並列処
理結果の大きい方を選択するようにすれば、任意のドップラ周波数シフトを受けた受信信
号に対して、信号損失がほとんどない状態で自己相関出力が得られる。この結果、実施の
形態１において、信号弁別器１６における相関処理を２並列に設けることにより自己相関
出力の損失を低減する効果を奏する。
【符号の説明】
【００３８】
　１　送信サブレーダ、２　送信アンテナ、　３　送信機、　４　送信信号発生装置、
　５　目標、　６　受信サブレーダ、　７　受信アンテナ、　８　受信機、
　９　信号弁別処理装置、　１０　受信信号合成装置、
　１１　耐ドップラ多値位相符号発生器、　１２　Ｄ／Ａ変換器、
　１３　コヒーレント発振器、　１４　位相変調器、　１５　フーリエ変換器、
　１６　信号弁別器、　１７　耐ドップラ多値位相符号発生器、
　１８　フーリエ変換／複素共役処理部、　１９　複素乗算処理部、
　２０　逆フーリエ変換処理部、　２１　信号弁別器、
　２２　ドップラ周波数補正処理部、　２３　最大値選択処理部（最大値選択処理手段）
。

【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】 【図５】

【図６】 【図７】
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